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（別表１） 

事業継続力強化支援計画 

事業継続力強化支援事業の目標 

１現状 

 『立地』 

 寒川町は、神奈川県の中央部を流れる相模川の河口まで約 6km 上流の左岸に位置し、面積は、

13.42 ㎢で、東西 2.9km、南北 5.5km である。町の東は藤沢市及び茅ヶ崎市に、西は相模川を隔て

て平塚市及び厚木市に、南は茅ヶ崎市に、北は海老名市に接している。 

 寒川町は、相模原台地の南西部に位置し、台地及び相模川、目久尻川、小出川によって形成され

た沖積低地で構成されている。町の標高は約 5～27ｍである。 

 相模原台地は、相模川によって形成された扇状地性の段丘であり、形成年代によって複数の段丘

面に区分される。そのうち、町が位置する段丘面は、海老名から寒川にかけて比較的広く分布し、

町付近から下流では沖積低地の下に埋没している。 

 沖積低地は、ほぼ平坦な地形であるが、相模川沿いには微高地である自然堤防が分布する。 

 寒川町の地質は、砂礫及び火山灰（ローム）が堆積している一方、沖積低地は河川及び海面が上

昇したときに堆積した礫、砂、泥が分布する。 

 『環境』 

 寒川町の年間平均気温は、約 15℃で比較的温暖であり、夏季平均気温（6～8 月）は約 25℃、冬

季平均気温（12～2 月）は約 5℃である。降雨量は、5 月、6 月、台風期の 9 月、10 月に多い。風

速の年間平均速度は、約 3.0ｍ/s である。寒川町の主要道路、県道 46 号を中心に町を東西・南北

へ結ぶルートが基幹となって 

おり、圏央道のインターが町 

内に二か所あり（寒川北ⅠC・ 

寒川南 IC）物流の利便性が非 

常に高くなっている。 

寒川町の人口は、2025年に 

48,997 人（国勢調査データ） 

である。高齢化率は、2026年 

に 28.5％と予測されており、 

高齢者のみの世帯、認知症高 

齢者がさらに増加することが 

見込まれている。 

寒川町の特徴として、全国 

 的にも有名な寒川神社がある 

 ことで観光客数が年間 180万 

人 近くいる。また工業地帯を 

有し、町民あたりの工業製品 

出荷額が高い特徴がある。 

 

（１） 地域の災害リスク 

（ア） 風水外災害における洪水被害の想定 

・洪水ハザードマップ 

寒川町で予想される水害としては、町の西側を並行して流れる相模川と町を横断する目久尻川と

小出川があり、平塚市に位置する相模川河口より海水の逆流、豪雨による河川水量の増加による川

沿いの被害が広がる恐れがある。 

寒川町の南西には、相模川沿いに田端工業地区（寒川において町工業・物流機能の集積を目的と

した地域）があり、災害時には浸水 0.5～3.0ｍの被害が予測されている。 
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参考：寒川町 HP 防災ハザードマップ

（https://www.town.samukawa.kanagawa.jp/material/files/group/41/hazardmap.pdf） 
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 被害が大きいと予測される田端工業地区は、製造業・化学・金属加工などを主とした多種多様な

企業が集まる工業団地であり、工場、設備水没などの水害による復旧の長期化、復旧費用の高額化

が想定される。 

（イ） 土砂災害における被害の想定 

 寒川町の土地条件図と後述にある寒川町内水マップより寒川町では、土砂災害による地滑りなど

の災害懸念は低いが、寒川町内の 40％程度が液状化の可能性が高い谷底・氾濫平野、自然堤防、

盛土地にあたるため、液状化現象によるインフラ断絶による物流の停滞が予測されサプライチェー

ン全体が毀損するリスクが存在する。 

 また寒川町には、圏央道のインターが二か所あるなどの利便性の良さから、物流センターも増加

している。そのため、交通インフラに対する早期復旧は喫緊の課題として位置づけられる 

【寒川町土地条件図】参考：寒川町 HP地震防災マップ 

https://www.town.samukawa.kanagawa.jp/soshiki/chomin/chouminanzen/kikikanri/info/bosai_

hazardmap/1411539990010.html)  
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参考：寒川町 HP 内水ハザードマップ

（https://www.town.samukawa.kanagawa.jp/material/files/group/41/0703naisuichizu.pdf） 
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（ウ）地震における被害想定 

・地震ハザードステーション（J-SHIS）の地震ハザードカルテ（2024 年基準）によると、震度 6 弱

の地震が今後 30年間で 66％、震度 5強は 96.3％、震度 5弱は 100％の確率で発生すると想定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（寒川町の地震ﾊｻﾞｰﾄﾞｽﾃｰｼｮﾝ(J-SHIS)ﾏｯﾌﾟ）       （地震ﾊｻﾞｰﾄﾞｶﾙﾃ一部抜粋） 

 

神奈川県地震被害想定調査報告書（令和 7年 3月）より寒川町への影響が大きいと想定される大

地震は下記のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その中でも特に被害が想定される地震は「大正型関東地震」であり、寒川町内は震度 7と非常に

強い揺れが予測されます。商工業者へのリスクとしては、平塚市に位置する相模川河口から津波が

逆流し、相模川沿いが液状化することで、事業復旧の長期化と復旧費用の高額化が懸念される。田

端工業地区においてもこの液状化の影響は大きい。 

（エ）感染症、サイバー攻撃等による被害想定 

・新型インフルエンザは、10 年から 40年の周期で出現し、世界的に大きな流行を繰り返している。

また、現在は 5類となった新型コロナウィルス感染症のような新型ウイルスが発生した場合、全国

民的かつ急速な蔓延により、寒川町においても多くの町民の生命及び健康に重大な影響を与える恐

れがある。 
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・交通の要所として利便性があり、今後増加が見込まれる流通、倉庫業が、サイバー攻撃をうける

ことによる情報の漏洩や機器の故障、リスク対策が急務となっている。 

 

（２） 域内の商工業者の状況 

 

 

 

 

 

※上段「事業所数」は『2024統計さむかわ』より 

※下段「会員数」は令和 8年 4月の寒川町商工会会員事業所数（町外会員を含みます） 

 

 寒川町では、第二次産業（製造業・建設業）が産業傾向として高い。自動車関連、半導体関連な

ど多様な工業が集積している。圏央道開通により、東名、中央、関越、東北道へのアクセスが向上、

交通インフラ整備による企業誘致を強化しており、流通業の要所として利便性が高く、流通センタ

ーも増えている。 

  

（３） これまでの取組 

（ア）当町の取組 

・寒川町防災ハンドブック作成による町民の危機管理意識の啓蒙活動（令和 4 年 6月作成） 

・「寒川町地域防災計画【地震災害対策計画】」「寒川町地域防災計画【風水害対策計画】【特殊災害

対策計画】」の策定 

・町内自治会による自主防災活動 

・二次元コードを活用した安否確認システム（自治会による） 

・「スマホで防災訓練」による防災学習推進（令和 7年より） 

・消防団の体制の見直し（実践型訓練への転換） 

 

（イ） 当会の取組 

① 災害に対する取り組み 

・町の防災訓練への参加 

・防災備品の備蓄 

・損害保険や共済の加入促進 

・町内業者への聞き取りと支援策の提案フォロー 

② 感染症への取組 

・町内業者への聞き取りと対応策案内 

・支援金・給付金などの申請支援 

・感染拡大を防止するため、各種イベントの中止や延期 

 

（ウ）事業継続力強化支援計画の実施状況 

 

 

 

 

 

 ・体験型防災フェア 年１回（R7年は 11月 30日実施） 

 

 現在は、事業継続力強化計画、BCPについて問い合わせがあった時に、個別に対応しているが、

今後は会報へのチラシの同封、商工会内の各部会会合での周知を通じて指導、策定を行っていく。 

事業継続力強化計画認定企業数

令和4年 令和5年 令和6年 令和7年

1 3 7 5

建設業 製造業 卸・小売業 飲食業 サービス業 その他 計

事業所数 227 223 322 156 256 503 1,687

会員数 222 113 183 118 259 111 1,006
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２本計画の策定及び実行にあたっての課題と対策 

（１）課題 

（ア） 町内小規模事業者の事業継続力強化の取組状況を把握できていない。 

（イ） 地区内小規模事業者においては、災害リスクへの認識や災害時における情報収集手段、避

難場所、事業者の責務等、事業継続に関する知識が充分ではない。 

（ウ） 本計画の実行にあたり、当経営指導員等の知識には保険・共済及び資金繰りに関する助言を

行うための専門的な知識や防災・減災等の重要性を周知するための知識が不足していると

いう課題がある。 

（２）対策 

(ア) 事業継続力強化の取組状況については、経済産業省 HP に掲載の事業継続力強化計画の認定事

業者一覧や当会会員へのアンケートや聞き取りなどで把握する。 

(イ) 寒川町の町民安全課、産業振興課など役場の関係部署と連携し、ハザードマップや災害対策な

ど見直しや変更があった場合など情報を共有する。 

(ウ) 保険・共済や資金繰り支援、防災・減災に対する専門的な助言を行う当会経営指導員等の知識

不足については、保険会社、地域信用金庫、中小機構など他の支援機関と連携しセミナー開催

や専門家派遣を行う。加えて、当会職員向けに研修や勉強会等を開催し、専門知識の習得及び

最新情報の収集に努める。 

 

３目標 

・地区内小規模事業者に対し、ハザードマップなどを活用し、地震・風水害・感染症などの災害リ

スクを認識させ、事前の備えの重要性に対する理解を深める、その上で「事業継続力強化計画」策

定支援を積極的に行い、災害発生時に実効性のある対応策を普及させ BCPの策定・運用を支援する。

これにより災害に強い体制を作り、事業継続する力を高める。 

・商工会内の業種別各団体の会合内で「事業継続力強化計画」「BCP」についての説明を行い、同業

種同士で災害に対しの認識を共有し、協力体制の構築をはかる。 

・地区内の主要工業地域である田端地区および、寒川駅前をはじめとする点在する商店の小規模事

業者に対し、地区、業種ごとの団体と連携し、被害状況をいち早く把握します。その上で復旧に向

けた計画を速やかに実行に移し、サプライチェーンや地域経済の機能を維持することで、町内全体

の小規模事業者の事業継続力強化につなげる。 

・平常時・災害時の対応を推進するノウハウとスキルの取得、災害に対する保険・共済といったリ

スクファイナンスに対する知識向上に向けた当会職員のスキルアップを行う。 

 

具体的には、以下の目標を設定し取組んでいくこととする。 

・年間 5事業者対して事業継続力強化計画の策定・見直し支援を行う。 

・災害対策意識向上のため事業継続力強化計画取組のチラシを会報に同封する。 

 

※上記内容に変更が生じた場合は、速やかに神奈川県に報告する。 

事業継続力強化支援事業の内容及び実施期間 
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１．事業継続力強化支援事業の実施期間 

令和 8 年 8月 1日 ～ 令和 13 年 7月 31日 

 

２．事業継続力強化支援事業の内容 

（１）町内小規模事業者の事業継続力強化の取組状況の把握 

・自治体等と連携し、町内小規模事業者における事業継続力強化計画の策定状況等の事業継続力強

化の取組状況を把握する。 

・商工会内の各団体や窓口受付、巡回を通じて事業者の災害対策、「事業継続力強化計画」、及び「BCP」

に対する意識の聞き取りを積極的に把握し、得られた情報を商工会職員内で共有する。 

 

（２）小規模事業者に対する事業継続力強化支援の内容 

・小規模事業者に対する災害リスクの周知 

商工会の会報、ホームページ等において、国の施策の紹介やリスク対応の必要性を周知するとと

もに、中小企業・小規模事業者などを対象とした事業者 BCPセミナーを実施し、普及啓発活動を行

う。 

・寒川町の各種ハザードマップを用いて、事業所で起こりえる災害や考えられるリスクを説明す 

る。また、それを軽減するための対策について考えることで事業継続力強化計画策定に促す。 

・同業者の BCP への取組について紹介し、策定に取り組もうとする事業者に対して支援を行う。 

 

（３）フォローアップ 

・事業継続力強化計画の見直しを促進するため、（一社）日本中小企業診断士協会の実施する実効

性向上支援事業を紹介する。 

・事業者 BCPを策定している事業所に定期的に巡回を行い、災害時、計画通りに遂行できる状況に

あるか。定期的に事業者と共に確認を行い、策定時から変更がある場合などは計画の見直しを行い

実情に合った計画となるよう修正を促す。 

・上記支援を通じて、常に災害時や緊急時の対応を考え、小規模事業者に事業継続の重要性を意識

づける。 

・支援した小規模事業者の計画期間を把握し、計画期間終了後の計画の再策定・再申請へつなげる

指導を行う。 

 

（４） 知見の共有及び事業継続力の底上げ 

・商工会内の各団体（同業種、同年代）の会合の中で事業継続力強化支援計画策定の必要性につい

て説明するとともに、同業種の取組について事例を出し、策定につなげる。同業種で、災害時のリ

スク情報を共有することで、町内での連携を促進し、地域経済におけるサプライチェーンの底上げ

につなげる。 

 

（５）関係団体との連携 

・従来から連携している損害保険会社や、共済団体等に対して専門家の派遣を依頼し、会員事業者

に限らず広く地域の小規模事業者を対象とした普及啓発セミナーを開催、あわせて損害保険・生命

保険・傷害保険などの制度紹介を通じて、事業者のリスク認識と備えの促進を図る。 

・新型ウイルス感染症については、収束時期の予測が困難であることから、リスクファイナンス対

策の一環として、生命保険・傷害保険・感染症特約付き休業補償などの各種保険制度の紹介を行い、

小規模事業者が感染症リスクに備えるための支援を行う。 

 

 ※上記内容に変更が生じた場合は、速やかに神奈川県に報告する。 
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（別表２） 

 事業継続力強化支援事業の実施体制 

事業継続力強化支援事業の実施体制 

（令和８年２月現在） 

 

（１）実施体制（商工会の事業継続力強化支援事業実施に係る体制／関係市町村の事業継続力強化

支援事業実施に係る体制／商工会と関係市町村の共同体制／経営指導員の関与体制 等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 都道府県及び関係市町村との連携体制 

・当会、寒川町産業振興課・町民安全課が連携し、地域の実情を踏まえた災害リスクを把握すると

ともに、本計画の支援方針を決定するため、必要に応じて話し合う。 

・また、認定主体である神奈川県と事前に相談・調整を行うことで、より地域の実情に応じた計画

とする。 

 

② 商工会の事業継続力強化支援事業実施に係る体制 

・法定経営指導員 1名、経営指導員 2名（内 1名事務局長）と一般職員 2名の体制で巡回指導を行

うとともに、各部会で事業継続力強化計画策定を目指す事業者がいる場合は各部会の担当者が策定

支援からフォローアップまで一体の支援体制を構築する（一般職員が担当する部会については、法

定経営指導員がサポートにつく） 

 
③ 定量的に実施状況を把握し評価を行う体制 

・法定経営指導員 1名、経営指導員 2名（内 1名事務局長）と一般職員 2名の体制で、実施状況を

定量的に把握し効果測定を行う。 

・上記で把握・検証した実施状況を寒川町産業振興課・町民安全課に年に 1回報告を行うとともに、

次年度の支援内容の検討を行う。 

 

④ 経営指導員などの資質向上に係る体制 

・当会職員向けに研修や勉強会などを開催し、防災・減災や、保険、リスクファイナンスなど適宜

専門知識の習得及び最新情報の収集に努める。 

 

 

専務理事 神奈川県

寒川町商工会 中小企業支援課

事務局長

法定経営指導員：1名

経営指導員：１名 寒川町

一般職員：２名 産業振興課

臨時職員：２名

寒川町

町民安全課

事前相談

連携

連絡調整

連絡調整

連携

連絡調整



１０ 

 

（２）商工会による小規模事業者の支援に関する法律第５条第５項に規定する経営指導員による情報

の提供及び助言に係る実施体制 

①当該経営指導員の氏名、連絡先 

  経営指導員 佐藤 陽子 

②当該経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度 等） 

 ※以下に関する必要な情報の提供及び助言等を行う 

 ・本計画の具体的な取り組みの企画や実行 

 ・本計画の取組実施における目標・指標の設定 

 ・本計画に基づく事業の進捗管理、見直し等フォローアップ 

 

（３）商工会、関係市町村連絡先 

①商工会 

 寒川町商工会 支援グループ 

 〒253-0106  神奈川県高座郡寒川町宮山 141-1 

 TEL：0467-75-0185   FAX：0467-72-1224 

 E-mail：ysatou@kskr.or.jp 

 

②関係市町村 

 寒川町役場 産業振興課 

 〒253-0196  神奈川県高座郡寒川町宮山 165 

 TEL：0467-74-1111   FAX：0467-74-2833 

 E-mail：sansin@town.samukawa.kanagawa.jp 

 

※上記内容に変更が生じた場合は、速やかに神奈川県へ報告する。 

 

 

 

（別表３） 

 事業継続力強化支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

必要な資金の額 １００ １００ １００ １００ １００ 

 

・専門家派遣費 

・セミナー開催費 

 

５０ 

５０ 

５０ 

５０ 

５０ 

５０ 

５０ 

５０ 

５０ 

５０ 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

 

会費収入・事業収入等、補助金（寒川町・神奈川県・神奈川県商工会連合会） 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 

 



３ 

 

（別表４） 

 事業継続力強化支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携

して事業継続力強化支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 

 

 


